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I は じ め に 一― 問題の所在 ――

これまで市町村財政は,シ ャウプ勧告の言う住民の身近な基礎的自治体の財政としての重要性を

もちながらも,全国的な注目を集めてきたとは必ずしもいえなかった。その理由として,つ ぎの 3

点が考えられよう。

第 1に ,中央集権的なわが国の行財政構造が,国に牽引される市町村というイメージを植えつけ

る結果となり,そのため国に対して受動的な市町村財政というイメージをもたれるようになった。

第2に ,近年の財政危機をみても,市町村財政に比べて余りにも国家の財政赤字が膨大であるた

め,市町村財政の問題は,その深刻さにおいて劣らないものの,国家財政の危機の陰に隠れがちで

あった。ど

第3に ,地方財政のなかでも,不安定な事業税を主要な柱とする都道府県財政に比べ ,比較的安

定した財源である固定資産税を柱とする市町村財政構造のために,不況時に深刻な財政危機に陥り

やすい都道府県と比べて,市町村における財政問題の注目度は低かった。

しかし,現在がぜん市町村財政が注目されてきている。つぎの 3点がその理由としてあげられる。

第 1に ,「地方分権の受け皿」としての市町村合併が,主に市町村の財政基盤を強化するという名

目で盛んに議論され検討の対象になっていること。

第2に ,2CX10年 4月 から施行された「地方分権一括法」によって,国の地方自治体に対する関与の

縮小や事務権限の委譲がすすみ,市町村行財政の自律性の拡大が期待されるようになってきたこと。

第3に ,現在の財政危機が市町村財政にも深刻な形で現れており,従来になく,地域住民のわが

自治体財政への関心が高まってきたこと。以上である。
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確かに現在 ,全国的にも,ま た地域住民の意識においても,市町村財政に関心が向けられてきて

いることは喜ばしいことには違いない。しかし,住民のための地方分権をいかにすすめるか ,市町

村合併にどのように対応したらよいのか,いかに市町村財政の危機を克服して行けばよいかなど,こ

れからの課題は山積みである。こうした問題に応えていくためにも,財政面から現在の市町村財政

の実態を正確に把握することが,な によりも必要となっている。

本稿の課題は,以上のような問題意識のもとで ,鳥取県を事例として,県内市町村財政の現状と

特徴 ,およびその問題点を明らかにすることにある。

Ⅱ 鳥取県における市町村財政の歳出構造

1.目 的別分類からみた市町村歳出構造とその特徴

人口61万 7825名 (2000年 3月 31日現在),面積 3,507.04K∬ を擁するJミ取県は,現在 ,鳥取市を

はじめ米子市など4市 35町村の自治体から成り立っている。まず ,こ の市町村財政の歳出構造から

みていくことにしよう。

現在 (1999年度)の′ミ取県における市町村財政の歳出総額は,3281億 6500万円であり,これは

鳥取県財政の歳出総額 4571億 4521万円の 71.8%に当たるものである。その総額の歴史的推移およ

び目的別歳出の内訳を示したのが図 1である。

まず ,1999年度現在の歳出総額を目的別にみると,第 1位は民生費であり,全体の21.5%を 占め

ている。第 2位は公債費で 13.8%,第 3位は土木費の 13.6%,第 4位は総務費の 13.1%,以下 ,教

育費 11.0%,衛生費 10.0%,農林水産業費 9,0%,商工費 6.0%の順になっている。この鳥取県にお

ける市町村財政の目的別歳出の特徴を,全国の市町村財政のそれと比較してみよう。図 2が同じく

1999年度全国の市町村における目的別歳出の構成比である。みるように,第 1位が民生費であり

22.9%を 占め,第 2位が土木費 18,7%,第 3位は総務費 12.3%,第 4位は公債費11,6%,以下 ,教育

費 11.3%,衛生費 9,0%,農林水産業費 4。 49/9の順になっている。

以上の結果から,現在の鳥取県における市町村財政を全国との比較でみると,つ ぎのような特徴

をもっていることがわかる。

第 1に ,鳥取県の市町村は全国に比し,公債費の占める割合が極めて高く,民生費につぐ第 2位

の歳出項目になっている。これは,明 らかに市町村債残高の重圧に苦しむ市町村の姿を浮きぼりに

し,財政硬直化がすすんでいる不健全な財政構造になっていることを示している。

第 2に ,土木費の比重が,全国に比べて小さく現れている。この特徴は,あ くまで現時点のもの

であり,後 に歳出構造を歴史的推移の中でみると,1990年代の土木費は違った姿をみせることにな

る。詳しくは後述することにしよう。

第 3に ,農林水産業費の比重が ,全国に比べて著しく高いことである。これは言うまでもなく,鳥

取県の産業構造における農林水産業の占める比重の高さの反映である。

つぎに,図 1によって歴史的推移から見た鳥取県における市町村財政の歳出構造の特徴をみてお

こう。図 1によると,まず市町村財政の歳出総額は1989年から1994年 まで急速に伸び,その後 ,伸

び率は停滞ないし後退した後 ,ふたたび1999年 には増大している。なぜ ,こ のような形をえがいて

きたのか。

その理由は,歳出総額の内訳をみることによって理解することができる。まず ,1989年～1994年
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図 1 鳥取県における市町村目的別歳出の推移
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(出典)鳥取県総務部市町村振興課・財団法人鳥取県市町村振興協会『平成■年度市町村財政概況

(第43集 )』 2001年 3月 ,8ページより作成。
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までの急速な歳出の増加の原因は,総務費以

外の歳出が全体として伸びたことにあるが ,

なかでも,民生費,土木費 ,衛生費 ,商工費
の伸びが日立っている。特に,土木費は1989

年～1994年間の伸び率56.2%と 非常に高く,

それまで歳出の上位を占めていた総務費や民

生費をぬいて,1992年には第 1位に躍り出
た。その後,土木費は 1994年までの 3年間 ,

常に歳出項目の首位にあった。

つぎに,1995年以降 1998年までの停滞な
いし後退の原因は,公債費と民生費が増大し

図2 全国における市町村目的別歳出 (1999年度)
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(出典)総務省『地方財政白書 (平成13年版)』 2001年 ,

25ページより作成。

つづけたものの ,一転 して農林水産業費や衛生費 ,土木費,商工費 ,総務費が減少したことによる。

最後に,1999年度鳥取県の市町村財政支出が,前年の1998年度に比べて著しく伸びた原因について

みておこう。まず総務費の増大は,当年に実施された地域振興券事業の実施にともなう経費増による。

民生費の増大は,老人措置費やディサービス委託料の増加が原因であり,ま た2CXXl年から実施された

介護保険準備経費の増大が原因である。衛生費の増大は,清掃工場建設事業の事業費の増加によってい

る。農林水産業費の増大は,農村型ケーブルテレビ教育事業などの普通建設事業費の増加が原因である。

教育費の増加は,中学校体育館等改築事業や小学校の統合による統合小学校の建設事業費の増加が原

因である。公債費の増大は,一般公共事業債などの補助裏債の元利償還金の増加などが原因である。
ともあれ,1999年度市町村財政支出の顕著な増加は,公債費と民生費の大幅増の結果である。公

債費は1998年に比べ ,実に9,1%も 伸び ,民生費は8.6%の伸びを示した。前者は,1990年代前期の
バブル崩壊後に膨大な市町村債を発行したつけが回ってきたものであり,後者は,いよいよ本格化

する高齢社会に対応せざるをえない市町村の状況を反映している。

2.性質別分類からみた市町村財政の歳出構造とその特徴

今度は,同 じ鳥取県における市町村財政の歳出を,経済的性質を基準とする性質的分類からみる
ことによって,その特徴を明らかにしておこう。

図 3をみていただきたい。1999年度歳出総額のうち,各経費はそれぞれつぎのよう割合を占めて
いることがわかる。人件費は 19,2%,公債費は13.8%,扶助費は7.5%,普通建設事業費は24.5%,
物件費は11.3%,その他 22.5%と なっている。これを全国との比較でみておこう。図 4は 1999年度
の平均的な全国市町村財政の歳出構造である。みるように,人件費が20.6%,扶助費は10.2%,公
債費は11.6%,普通建設事業費は23.1%な どとなっている。したがって,全国平均を比較すると鳥
取県の市町村の場合 ,人件費の割合が高く,扶助費は低く,公債費は高く,普通建設事業費は高め
にあることが確認できる。

つぎに,鳥取県における性質別市町村財政の推移をみると,19謗年から1994年までの歳出の急増を

招いた最大の要因は,明 らかに量率ともに普通建設事業費の急膨張にあったことがわかる。後に市町村

債の累積と市町村の財政危機のところで述べるように,この時期には市町村においても公共事業が大規

模に実施されるのである。その他に,この期には扶助費の頭著な伸び率がみられる。一転して,1995年
から1"8年にかけての歳出の停滞ないし後退の原因は,普通建設事業費の大幅減である。最後に,1999

囲
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図3 鳥取県における市町村性質別歳出の推移 1
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図4 全国における市町村性質別歳出 (1999年度)年の歳出が1998年に比べて顕著に増加した原

因は,ふたたび普通建設事業費が増加し出し

たことと,公債費の大幅な増加にある。

以上の分析の結果 ,性質別分類からみた近

年の鳥取県における市町村財政の歳出構造の

特徴をあげると,第 1に ,一貫して普通建設

事業費の増減が,歳出規模全体を決定づける

重要な要因であったこと。第 2に ,公債費と

扶助費が徐々に高まりをみせ ,次第に大きな

割合を占めるようになってきたこと。以上で

ある。
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(出典)総務省『地方財政自書 (平成13年版)』 2001年 ,

19ページより作成。

こうした性質別分類を少し加工して,経費を「義務的経費」「投資的経費」および「その他の経費」の

3つに分類することもできる。

義務的経費は,人件費,扶助費および公債費からなっており,そ の支出が義務づけられている経

費である。投資的経費は,道路 ,橋 りょう,学校 ,公営住宅等の建設等行政水準の向上に直接寄与

する経費で普通建設事業費 ,災害復旧事業費 ,失業対策事業費からなっている。その他の経費は,義

務的経費及び投資的経費以外の経費で,物件費,維持補修費,補助費等 ,繰出金 ,積立金 ,投資及

び出資金 ,貸付金等である。

この分類にしたがって,鳥取県における市町村財政の歳出構造の推移をみたのが図 5である。現

在では,公債費,扶助費,人件費から成る義務的経費が投資的経費を上回っている。また,図から

1990年度までは,明 らかに義務的経費が投資的経費を上回っていた。しかし,1991年で ,は じめて

投資的経費が義務的経費をぬき,1994年 まで投資的経費の膨張が続くことになる。その原因は先に

示したように,こ の間の普通建設事業費の顕著な増大にあることは言うまでもない。

その他に図 5か ら見られる特徴は,1980年代後期から続いている人件費の漸減である。この期に

行われた「地方行革」の影響によるものであり,こ うした人件費の抑制が義務的経費を停滞ないし

後退させている主要な原因となっている。

以上の分析から,性質的分類からみたJ亀取県における市町村財政の歳出構造の特徴は,つ ぎの点

にある。

第 1に ,一般的には義務的経費が投資的経費を上回る傾向にあったものの ,平成不況が本格化し

だした1991年から1994年 までは逆に投資的経費が義務的経費を上回っていたこと。

第 2に ,公債費と扶助費の増加傾向にもかかわらず人件費の伸びが抑えられてきたために,義務

的経費の伸びは1980年代後半から90年代にかけて後退ないし停滞していたこと。以上である。

ここで,非常に重要なことを指摘しておかなければならない。すなわち歳出を義務的経費と投資

的経費,そ の他に分類する性質別分類について,こ れまで財政学的に,つ ぎのような説明が行われ

てきたが,果たして正しいであるうか。

「このように地方公共団体の経費を義務的経費 ,投資的経費 ,その他の経費の 3つに分類するのは ,

財政の健全性 ,弾力性を波1定する場合重要なポイントとなるからである。すなわち歳出総額に占め

る義務的経費の割合が低く,建設事業費のような行政水準の向上に積極的に寄与する投資的経費の

割合が高いほど財政構造は弾力性が大であり,健全な財政であるといえるのである。」(石原信雄 ,嶋

津昭監修 F四訂 地方財政小辞典』ぎょうせい,1998年 )

阿
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図5 鳥取県における市町村性質別歳出の推移 2
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(出典)財団法人鳥取県市町村振興協会『市町村財政WATCHING』 1998年 3月 ,7ページ。
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この指摘にみられるように,こ れまで義務的経費や投資的経費などの性質別分類が用いられてき

た理由は,主として ,地方財政の健全性や弾力性を把握するためであると説明されてきた。すなわ

ち,義務的経費は,地方自治体にとってはその支出が任意に削減できない義務づけられたものであ

り,極めて硬直性の高い経費であるとされる。したがって義務的経費が増加することは,投資的経

費に振り向けられる財源が減少して,財政運営の自由度が低下するというわけである。

周知のように,こ のような理解から,地方財政運営において ,公務員定数や人件費の増大が絶え

ず問題視され ,「 ラスパスイレ指数」等を指標にしてその抑制が国によって指導されてきた。また ,

80年代以降繰り返されている自治省通達による「地方行革」の最大眼目は,職員定数 。人件費の合

理化であった。しかし,こ のように,地方財政運営においてもっぱら投資的経費財源を大きくすれ

ば,「健全財政」だと評価することは,果たして妥当なことであるうか。

たしかに,地方自治体の建設事業は,地域社会の共同需要を充足させるために必要な社会資本整

備という重要な役割がある。しかし,地方自治体の建設事業の内容や性格の吟味もなく,マ クロの

数値で義務的経費抑制=投資的経費割合の増大が財政運営上健全であり,すべて住民の共同需要を
充足する有益な事業であるという前提をおくことは極めて一面的である。このことは,平成不況対

策のために国による公共事業促進措置のもとで,住民需要や維持管理費 ,採算性を無視した不要不

急の大規模プロジェクト事業や「ハコモノ」づくりの建設事業を増大させて,地方債残高の膨張と

地方財政危機を深めてきた現状をみれば,間違いであることは明らかなことであるう。

したがって,従来の見方のように,地方財政の不健全性や硬直性を,主に入件費を原因とする義

務的経費の増大にある,と する考えは事実を反映していない。図 3にみたように,鳥取県の市町村

の場合でも,人件費の歳出額は微増しているものの ,歳出全体に占める人件費の割合は年々低下し

つづけてきた。1989年には21,1%で あったものが,1990年 には21,2%,1991年 に20,9%,1992年

20.0%,1993年 18.8%,1994年 18.4%,1995年 18。4%,1996年 19.2%,1997年 20,7%,1998年 20.3

%,1999年 19。2%と傾向的に低下してきた。
これに加えて ,投資的経費である普通建設事業費も1990年代に入ると公共事業の拡大にともなっ

て上昇し,その影響で投資的経費も著しい硬直性を示してきた。さらに問題なのは,こ の時期 ,各

自治体で行われてきた大規模プロジェクトによって建設された大型施設の経常的維持費が膨大な額

になって,自治体財政の硬直化をすすめていることである。

つまり,こ れからの地方財政は,公債費の増大による義務的経費の圧力と,普通建設事業費によ

る投資的経費の圧力と,大型施設の経常的維持費と,こ の 3面から,地方財政歳出の硬直性は,さ
らに進んでいこうとしているのであって,従来の人件費を主要因とする義務的経費の増大を,地方

財政の硬直性や不健全化の指標とすることは,も はや現実的ではないということである。もともと ,

行政主体における人件費の性格は,企業経営における人件費の性格とは必ずしも同一ではない。企

業経営の場合には,原則として人件費は明らかにコス トの一部であり,他の条件を一定とすれば ,人

件費が少なければ少ないほど,相対的に利潤の上昇をもたらし,企業活動の成果を増大させること

ができる。しかし,こ れに対し行政活動の分野においては,人件費の支出そのものが直接行政サー

ビスを意味し,行政上の成果につながる場合が少なくない。

とくに,行政主体の中でも,国の場合には,一般会計に属する職員の大部分は,企画・立案等の

内部管理業務に従事しているので,行政の最終成果という観点からは,人件費は間接的経費に属す

るものが多い。それに対して,地方自治体の場合には,義務教育諸学校や高等学校の教職員,警察

官 j消防職員 ,保健所職員,社会福祉施設関係の業務に従事する職員 ,農業改良普及員,清掃業務
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に従事する職員など,そ の大部分が住民への直接サービスに従事するものであり,そのための人件

費が大部分を占めているのである。したがって,このような地方自治の人件費の性格には,社会経

済の発展や行政の進歩に伴って,必然的にその規模や財政全体における支出を増大させる要因を含

んでいることを理解しておかなければならない。

Ⅲ 鳥取県における市町村財政の歳入構造

1.市町村財政の歳入構造とその特徴

つぎに,現在の鳥取県における市町村財政の歳入構造がどのようになっているか。表 1か ら,そ

の実態と特徴をみておこう。

そこには,1999年度と98年度の市町村の歳入総額3291億 8100万円の内訳および構成比が示され

ている。1999年度でみると,歳入項目のうち最も高い割合を占めているのが地方交付税であり28,7

%,第 2位が市町村税で21.4%,第 3位が地方債の 12.6%,第 4位が国庫支出金の 10.3%,第 5位
は県支出金の 7.4%の順になっている。

ちなみに,こ の表 1か ら,1998年度との比較で1999年度の市町村歳入の主なる特徴をみておこう。

市町村税 (地方税)が前年度 (1998年 )に対して 1.6%増になっているのは,固定資産税が住宅等

の新増築により増加したことや ,市町村民税所得割が前年に比べ減税規模が縮小されたことによる。

地方交付税が前年度に対して6.8%増になった原因は,普通交付税が,市町村の拠点施設整備や生

活基盤整備に活用された地域総合整備事業債や下水道債の公債費の算入額が増加したこと,介護保

険制度施行準備経費の算入等に伴い高齢者保健福祉費が増加したこと,お よび市町村民税法人税割

の落ち込み ,大規模工場についての不均一課税・課税免除等の実施による税収の落ち込み等が算入

されたことなどによる。

国庫支出金が前年度に対して 22。4%の大幅増になった原因は,郡家町 ,若桜町の中学校改築事業

や鹿野町の公営住宅建設事業に係わる普通建設事業支出金が増加したことによる。

地方債が前年度に対して10.6%も 増えた原因は,補助事業の増加に伴い,義務教育施設整備事業

債や公営住宅建設事業債 ,一般廃棄物処理事業債が大幅増となったことによる。

以上の歳入構造の推移をみたのが図 6である。この図から鳥取県における歳入構造の特徴とし

て,第 1に ,地方交付税が一貫してその額の膨大であることと,歳入総額に占める割合が非常に

大きいこと。第 2に ,地方債が1990年代に入るとともに顕著な伸びを示してきたこと,を確認で

きるであるう。

つぎに,全国の市町村との比較において鳥取県の市町村歳入構造の特徴をみておこう。図 7を見

られたい。一日して鳥取県の市町村歳入の特徴は,全国に比して次のような特徴をもっている。

第 1に ,地方税 (市町村税)の割合が低いことである。第 2に ,それに対して地方交付税が非

常に高い割合を占めていることである。第 3に ,地方債の割合が全国に比べて比較的大きいこと

である。

さらに,こ れを (1)自主財源と依存財源,(2)一般財源と特定財源 ,の区別から鳥取県内の市
町村財政の特徴をみておこう。

まず ,歳入を (1)のように自主財源と依存財源とに分けた場合の鳥取県の特徴は,第 1に ,地
方税 (市町村税)収入の低さに規定されてj自主財源の割合が低いこと,第 2に ,地方交付税の大
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きな割合に規定されて ,

依存財源が極めて高いこ

と,である。したがって ,

自主財源と依存財源の割

合が,全国市町村平均で

は,ほば 50:50であるの

に対 して ,鳥取県では ,

ちょうど40:60になって

いる。この特徴は,中央か

らの財源配分に大きく依

存せざるをえないという,

鳥取県内市町村の財政基

盤の弱さを象徴している。

つぎに,歳入を (2)の
ように一般財源と特定財

源とに区別した場合の鳥

取県の特徴をみると,全

国市町村の平均では一般

財源と特定財源の割合が ,

ほぼ60:40な のに対して ,

鳥取県は,ほぼ 50:50と

なっている。自治体が自

主的判断のもとに,地域

の実態に即応 した施策を

講じていくためには,一

般財源ができるだけ多く

確保されることが望まし

い。この基準からすると ,

鳥取県内の市町村財政は

著しく自主性の弱い構造

にあるという特徴をもっ

ている。しかも,図 8にみ

られるように,全国的な

傾向とはいえ,鳥取県の

場合でも,一般財源の割

合が年々減少する傾向に

ある。
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表 1 鳥取県における市町村財政の歳入構造
(単位 :百万円・%)

区  分

計県

決  算  額 決算額構成比 吋前年度増減甲

1999年度 1998年 度 増減額 1999 1998

18 早扉権等鮮群
助成交付金

9 
挫
方持例交付

10 地方交付税

H 交通安全対策
杵別交付金

小  計
(一般財源)

12 
盆授与寺昂選

13 使用料及び手
数料

14 国庫支出金

15 県支出金

16 財産収入

17 緑入金

18 繰適金

19 詣収入

20 地方債

70,403

2,604

714

5,973

229

1,495

308

142

1,665

94.368

131

178,032

4,642

6,445

33,910

24,432

1.563

7.614

8,227

22.813

41,504

60.309

2,504

651

6,339

219

11541

319

144

0

88,355

13と

169,542

4.558

6.503

27,710

21,733

2,375

12,651

3,970

26.129

37,531

1,094

100

63

-366

-20

-46

-H

‐2

1,665

6,013

0

8,490

84

-58

6,200

2.699

-812

-5,037

4,257

-3,316

3,973

21.4

08

0.2

18

01

05

01

0.0

0.5

28 7

00

54.l

l.4

20

103

74

0.5

23

2.5

6.9

126

22.2

08

0.2

20

01

05

0.l

O.0

0.0

28 3

0.0

54.2

15

2.1

8,9

70

08

40

1.3

84

12.0

l.6

4,0

97

-5 8

-8 0

-3 0

-3 4

-1.4

皆増

6,8

00

50

1,8

-0,9

22.4

124

-34.2

-39,8

107.2

-12.7

106

-1.1

-28,6

-22.0

341,7

-10,4

-9 8

-8 9

0,7

6.7

0.8

5.0

10,4

-2 4

17.6

-13

40.3

161

-6 9

-2 7

-5.1

歳入合計 329,181 312,703 16,478

(出典)『平成■年度市町村財政概況 (第 43集 )」 2001年 3月 ,14ページより作成。
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図6 鳥取県における市町村歳入の推移
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(出典)鳥取県総務部市町村振興課・財団法人鳥取県市町村振興協会『平成■年度市町村財政概況
(第 43集 )』 2001年 3月 ,6ペ ージより作成。
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図7 鳥取県内市町村の歳入項目別全国比較 (1996年度)
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(出典)総務省『地方財政白書 (平成13年版)』 2001年 ,288ペ ージ。
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表 2 全国における市町村税の内訳
(単位 :百万円・%)

2.市町村税の実態とその特徴

市町村の地方税である市町村税は,全国的につぎのような構造と特徴をもっている。表 2を見ら

れたい。

この表から,市町村税はつぎのような特徴をもっていることがわかる。

第 1に ,市町村民税 (40.9%)と 固定資産税 (45.6%)の両者で ,市町村税総額のなんと86.5%

を占めている。このように固定資産税と市町村民税の割合が,と びぬけて大きいのが市町村税の

第 1の特徴である。
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表 3 鳥取県内市町村における市町村税の内訳 (1999年度 )
(単位 :千円。96)

(出典)′ミ取県総務部市町村振興課・財団法人鳥取県市町村振興協会『平成11年度市町村財政概

況 (第 43集 )』 2001年 3月 ,344ペ ージ。

区 分

「む 自 P‖

額済定調

現年課税分

rΔ

滞納繰越分 合 計 (C)の構成比 対前年度

捲 減 室

普   通   税
1法定普通税

(1)市町村民税

ア 個 人 均 等 割

イ 所  得 割
うち 退 職 分

ウ法 人 均 等 割

工 法 人 税 割

(2)固定資産税

ア純固定資産税

i土  地
il家  屋
�償 却 資 産

イ 交  付  金
(3)軽 自動車税

(4)市町村たばこ税

(5)鉱 産 税

(6)特別土地保有税

ア 保  有 分
イ 取 得 分

2法定外普通税

二目 的 税
刊入 湯 税

2事業所税

3都市計画税

(1)土  地
(2)家  屋
4水利地益税

5共同施設税

菱翔 |

691875,088

69,875,038

29,339,62G

5011181

21,054,791

366,491

1.835,108

5,948,546

35.611.498

35,216,311

10,338,931

16,961,978

7,9151402

3951187
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第 2に ,同 じ地方自治体とはいえ市町村が財政面で道府県財政と大きく違っているのは,法人関

係の税収が極めて低いことである。ちなみに,同年 (1999年度)の道府県税の法人関係税は,道府

県民税の法人分5.2%と 事業税の法人分25.4%を 合わせると,全体の30,6%に 達している。それに対

して,市町村税では市町村民税の法人均等割 1.9%と 法人税割 8.2%を合わせて 10.1%に すぎない。
第 3に ,市町村税のなかで国税にもなく都道府県税にもない税目として特徴的なのが,都市計画

税の存在である。都市計画税とは,市町村が都市計画事業又は土地区画整理事業に要する費用に充

てるため,こ れらの事業によって利益を受ける都市計画区域内の土地又は家屋の所有者に対して課

する目的税である。

この都市計画税が6.7%と なっている。割合は小さいが ,市町村主体の都市づくりをすすめる際に

無視できない重要な財源であるといえる。したがって,第 1と 第 2の特徴から,市町村財政は国や

都道府県に比べて,景気変動に左右されにくく比較的安定した財源を確保できやすいという性格を

もっていることがわかる。

以上が一般的な市町村税の特徴である。では,鳥取県ではどうなっているか。

表 3を見られたい。この表は,鳥取県内の市町村税の状況を示している。これによると,税収の

第 1位は,固定資産税の50.7%,第 2位は,市町村民税の40,9%,第 3位は,市町村たばこ税の 5。2

%,第 4位は,軽自動車税の 1.4%,第 5位は,都市計画税の 1.3%の順になっている。これを前述
した全国との比較でみると,鳥取県の市町村税の特徴は,つ ぎのように指摘できる。
なによりも固定資産税の占める割合が高いために,固定資産税と市町村民税を合わせた割合は91.6

%に ものばり,全国平均の86.5%を 大きく上回っている。その他の特徴としては,者卜市計画税が全

国の 6.7%に対して鳥取では1.3%と 極めて低いこと。また反対に,軽自動車税の割合が全国に比し

高いことがあげられる。この軽自動車税は,軽自動車のほかに原動機付自転車や小型特殊自動車お

よび二輪の小型自動車の所有者に課せれる税金であるが,なんといっても鳥取県は人口に対する軽

自動車の所有割合が全国の トップにあるだけに,こ の税の比重が高くなっているのである。

最後に,鳥取県における市町村民税と固定資産税の推移を時系列的にみておこう。
まず ,市町村民税は1989年から現在まで ,つ ぎのように市町村税全体に対するその割合を変化さ

せてきた。1989年 49.0%,1990年 48,4%,1991年 48.1%,1992年 47.8%,1993年 46.8%,1994年
44.3%,1995年 44.7%,1996年 44.2%,1997年 45.2%,1998年 41.7,1999年 40.9%。 みるように ,

かつて 50%近 くあった割合を徐々に低下させて,現在では40%にまで下がってきている。
つぎに,固定資産税の推移を同じように見てみると,1989年 42.0%,1990年 43.49/9,1991年 43.9

%,1992年 44.5%,1993年 45.5%,1994年 47.8%,1995年 47.8%,1996年 48.4%,1997年 46.9%,
1998年 50.3%,1999年 50,7%。 みるように,固定資産税は市町村民税とは逆に,年々その割合を増
大させ ,ついに市町村税全体の50%を突破するまでになっている。かつては,市町村民税の割合の

方が,固定資産税をかなり上回っていた。それが,1994年から完全に両者の位置は逆転しているの

である。

この事実は,バブルの発生とその崩壊にともなう地価の変動が適切に調整されずに,住民の固定

資産税の負担を高めていることの反映であり,他方 ,市町村民税の減少は,バブル崩壊後の不安定
な住民生活を反映しているといえよう。
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Ⅳ 鳥取県における市町村債の累積と市町村財政危機の進展

現在の地方財政危機の根本原因は,バブル崩壊以降 ,国が景気対策と対米公約の「公共投資630兆

円計画」をかかげ,景気対策のための公共事業の推進に自治体財政を動員してきたことにある。国

の補助金支出を削減しながら,しかも政府の経済対策に地方を動員していく手段として,地方単独

事業の拡大→そのための地方債の大量発行→地方債の元利償還と一般財源補填のための地方交付税

の利用,と いう巧妙な手法がとられた。つまり,補助金のつかない地方の単独事業についても起債

をみとめ,そ の元利債還金が一部を地方交付税に算入できる,事実上の「地方債の補助金化」と「地

方交付税の補助金化」という事態が押し進められたのである。政府による,こ の地方債許可と地方

交付税措置とをセットにした地方単独事業拡大への誘導策に,地方自治体の多くが相乗りし,結局 ,

地方財政の借入金を急増させる結果になった。

鳥取県の県財政レベルでも,この政府の財政手法によって,1991年 には233億 1200万円であった

単独事業費が,1999年には451億 7900万円へと,2倍に拡大していった。1990年代に入ってからの

鳥取県財政における公共事業費全体の増大 ,お よび鳥取県の公共事業費における補助事業費と単独

事業費それぞれの増大を示したのが図 9である。この図からは,1980年代の普通建設事業費の大半

が補助事業費によって占められていたのが,1990年代に入ると事業費全体が膨張しただけではなく,

単独事業費が急増していったことが明確にわかる。すなわち,補助事業の膨張を超えるスピードで

単独事業の割合が急増し,全体としてのサ鳥取県財政における公共事業費は,1990年代に入って顕著

に膨張していったのである。

同じことが,鳥取県の市町村財政のレベルでもおきている。図10は ,鳥取県内の市町村財政にお

ける普通事業費の推移をみたものである。1990年代前期に急激な事業費の上昇を示している。その

原因は,補助事業費以上に増大する単独事業費の急膨張にあることは一目瞭然である。しかも,図
9にみられるJ烏取県財政以上に市町村財政では,単独事業が増大している。もっとも,市町村でも

図9 鳥取県財政における普通事業資の推移
1,axl

瑚 補助事業費 囲 単独事業費

1980  1985   1986  1987  1988   1989  1990  1991

1,400

(出典)鳥取県総務部財政課提供資料より作成。
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図10 鳥取県内市町村財政における普通事業費の推移

マ
   1986     1987    1988    1989     1990     1991    1992     1993    1994    1995     1996 (年度)

睡]補助事業費  E]単 独事業資   E]国 県事業負担金

(出典)財団法人鳥取県市町村振興協会『市町村財nWATCHING』 1998年 3月 ,8ページ。

1987年 までは,補助事業費の割合は単独事業費の割合を上まわっていた。しかし,1988年以降は単

独事業費が補助事業費を上まわり,バブル崩壊にともなう公共事業の拡大にともなって,単独事業

の割合が急激に増加していったのである。

こうした単独事業の実施は,前に述べたように必然的に地方債の大量発行を内包するものであっ

たために,鳥取県の市町村においてもバブル崩壊とともに 1990年代前半には,図 ■ にみられるよ

うに,地方債の発行が急激に増えていった。その結果,鳥取県における市町村全体の地方債残高は ,

表 4お よび図 12の ように現在 3400億円にものぼっている。

こうした深刻な財政状況を表す指標の 1つに,公債費負担比率という概念がある。公債費負担比

率とは,公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合を意味する。この比率が高いほ

ど,財政運営の硬直化が高く不健全な財政構造になっていることを示している。一般的には,公債

費負担比率が15%を警戒ライン,20%が危険ラインとされる。この指標によって,鳥取県内の 4市

35町村の各自治体財政をみてみよう。
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図 11 鳥取県における市町村歳入の推移

― ― ― 市 町 村 税
‐―――・ 地方交付税等
◆――――・ 国・県支出金
←‐―‐―・ 地 方 債

指数
400

350

300

250

200

150

100

50

1988     1989     1990     1991     1992     1993     1994

(出典)『平成 9年度市町村財政概況』1999年 3月 ,10ペ ージ。

表 4 鳥取県における市町村地方債現在高の推移

1995 年度

(出典)鳥取県市町村振興課「平成11年度市町村普通会計決算について」2000年 12月 27日。

図12 鳥取県における市町村地方債現在高の推移
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表 5に示したのが ,鳥取県内の各市町村ごとの公債

費負担比率である。みるように,1999年現在 ,警戒ラ

インとされる15%以下であるのは,4市 35町村のう
ち智頭町ただ 1町だけである。さらに,危険ラインの

20%を超えているのは 18町村で,県内全市町村の 47

%に ものぼっている。ちなみに,1994年には20%を超

えていたのは,た った人東町 ,泊村 ,赤崎町の 3町村

だけであったのをみると,最近の鳥取県内市町村の財

政悪化はすさまじいと言わなければならない。

この状況は,全国に比べても極めて深刻である。同

じ表 5の下段には全国平均の数字が載っているが ,全

国の町村の公債負担比率が1998年に17.0%であるのに

対して ,鳥取県内の町村は19,6%と ,全国平均をかな

り上まわっていることにも注目すべきであろう。

現在 ,地方自治体は,こ の未曾有の財政危機を,か

るうじて ,こ れまで積み立ててきた基金を取りくず

すことによってしのいでいると言ってよい。その証

拠に,表 6お よび図 13を見られたい。これは鳥取県

における市町村基金現在高の推移を示 したものであ

る。1994年 と1999年を比較すると,全体の基金残高

は増えているものの ,自治体が借入金の返済に使う

ことのできる財政調整基金と減債基金は ,徐々に

減ってきているのがわかる。

一方では増大しつづける地方債残高 ,他方では減

少しうづける基金残高。―一 このはざまで ,鳥取県

の市町村財政はあえいでいる。

V 自治体財政改革の課題と展望

これまでの分析によって,現在鳥取県の市町村が ,

いかに深刻な財政危機に直面しているかがわかったで

あろう。それだけに各自治体は,そ の危機を切りぬけ

ようと懸命になっている。

その具体的な現れの一つが,ただちに経済的効率性

にもとづく規制緩和・民営化によって公的サービスの

守備範囲を見直し,市場原理にゆだねた競争的地方自

治を実現しようとする動きである。しかし,こ の傾向

によって過度な経済的効率性を追求することになれ

ば,なるほど,地方財政の赤字は減るにちがいないが ,

(1999年度 )
lX分 公 債 費 負 担 比 率

6年斑 95年度196転 197年度198年度11年】
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(出典)『平成11年度市町村財政概況』2001年

3月 ,153ペ ージより作成。
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表 6 鳥取県における市町村基金現在高の推移

(出典)鳥取県市町村振興課「平成二年度市町村普通会計決算について」2000年 12月 27日 。

図13 鳥取県における市町村基金現在高の推移

□ その他特定目的基
金

田 減債基金

■ 財政調整基金

1994   1995   1996   1997   1998   1999

(年度)

(出典)鳥取県市町村振興課「平成11年度市町村普通会計決算について」
2000年 12月 27日 。

それでは,切実に福祉を必要としながらも福祉サービスヘの対価を支払えない人達を生活不安にお
としいれ ,結果として社会の不安定化を一層増大させることになってしまう。こうした地方自治体
の政策では,今後の高齢社会を支えられないことは明らかであろう。
私たちは短絡的に,財政赤字がなくなれば財政危機も克服されると考えてはならない。必要な財
政支出を削減したために,国民生活が極めて不安定になり社会の不安定化を一層高める。一― この

ようになれば,一体なんのための財政なのか,根本的に問われることになるであろう。財政は手段
であって,それ自体が目的ではない,と いうことを忘れてはなるまい。
もう一つの現れが ,市町村合併の推進であり,鳥取県でも具体的な検討がすでに開始されている。
しかし,合併によるこの広域行政が,果たして現在の財政危機を克服しながら住民へのサービスを
充実させることができるのであろうか。財政危機だからといって,自治体 100年の計であるこの市
町村合併問題に早急な結論を下してはならない。

私には,その前に考えておかなければならない重大な課題があるように思われる。それは,以下
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のとおりである。

第 1に ,1990年代のバブル崩壊以降における国と地方自治体による財政政策が,膨大な自治体

の財政赤字を生み財政危機を招いた,その深刻な反省の上にたって,今後の財政政策を立てるこ

とである。

すなわち,現在の地方財政危機の根本原因は,バブル崩壊以降 ,国が景気対策と630兆円にもの

ぼる公共投資基本計画にもとづき,景気回復のための公共事業の推進に自治体財政を動員してきた

ことにある。国の補助金支出を削減しながら,し かも政府の景気対策に地方を動員していく手段と

して,地方単独事業の拡大→そのための地方債の大量発行→地方債の元利償還と一般財源補填のた

めの地方交付税の利用,と いう巧妙な手法がとられた。つまり,補助金のつかない地方の単独事業

についても起債をみとめ,その元利償還金が一部を地方交付税に算入できる,事実上の「地方債の

補助金化」と「地方交付税の補助金化」という事態が押し進められたのである。政府による,こ の

地方債許可と地方交付税措置とをセットにした地方単独事業拡大への誘導策に,地方自治体の多く

が相乗りし,結局 ,地方財政の借入金を急増させる結果になった。

このように,景気対策を優先した公共事業のあり方といい,地方債と地方交付税との組み合わせ

による地方単独事業の拡大といい ,さ らに,本来一般財源であるべき地方交付税の特定財源化とい

い,いずれも軌道を逸した財政政策の手法がとられ,自治体の財政を急速に悪化させていったので

ある。再びこのような事態を引き起こしてはならない。そのためには,公共事業に過度の景気回復

効果を期待するのではなく,公共事業は国民の生活安定と経済基盤の整備を目的としたインフラ整

備という本来の役割にもどすことが必要である。公共事業の景気刺激効果が年々弱まっていること

が実証されてきている以上,従来のようなやり方は根本的に反省されなければならない。

第 2に ,地域経済の活性化のためには,従来のような公共事業に過度の期待をよせるのではなく,

社会保障のもたらす経済効果に注目する必要がある。

すなわち,景気を刺激する点では,公共事業よりも社会保障の方がその効果は高いというデーター

がある。鳥取県企画部統計課が作成し,1000億円を社会保障部門 ,医療・保険部門,公共事業部門

それぞれに投資した場合の経済効果を試算したものである。

それによると,(1)生産誘発額では,社会保障部門が 1次波及で 1251億円,2次波及で426億
円の計 1677億 円,他方 ,公共事業部門では 1次波及が1380億円,2次波及で231億円の計 1611億
円で社会保障部門の方が公共事業費より高くなっている。(2)粗付加価値誘発額では,1000億円投

資したとき,社会保障部門では,1次波及で828億円,2次波及で278億円の計■06億円,他方 ,公
共事業部門では,1次波及で671億円,2次波及で151億円の計822億円で,社会保障部門の方が高
くなっている。(3)雇用効果では,社会保障部門で 2万 5062人 ,公共事業部門で 1万 579人で ,こ
こでもまた,社会保障部門の方が公共事業部門より大幅に高いという結果がでている。 (藤田安一

「転換期にある鳥取市財政の現状と課題」『,ミ取大学教育地域科学部紀要』(地域研究)第 3巻 第 2
号,2002年 1月 )

そうである以上 ,こ れまでの公共事業に偏った景気対策から社会保障を重視した景気対策へと視

点を変えてみることが必要であろう。このことは同時に,高齢社会における安心・安定の地域社会

を築くことになるという一石二鳥の効果が期待できることでもある。

第 3に ,「市場の失敗」を克服するとともに ,「政府の失敗」をも修正するため,実質的に住民の

参加を促進し,住民の自主的な活動諸団体と協力することによって,住民のニーズに依拠した地方

自治体を創ることである。
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I      すなわち,最近 ,高齢者介護や地域福祉 ,地域医療 ,健康スポーツ,生涯教育 ,文化活動など

1     住民の行政需要の多様化や,廃棄物 ,ゴ ミ処理に関わるリサイクル問題などの分野において,公
1     共サービスが地域住民の参加や協力なしに行なわれにくい領域が広がってきている。そうした状

況を反映して ,住民の自主的な組織としてのNPOをはじめとするボランティア活動や協同組合活
1     動などの広がりがみられる。したがって地方自治体は,こ うした諸団体とパー トナーシップをむ
―     すびながら,多様な住民ニーズの実現をめざすための社会システムづくりという,新たな地平に

向かって積極的に取り組んでいくことが必要であろう。
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